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さまざまな企業で人材不足が問題となっていますが、採用も思うように進

まないケースが少なくありません。こうした場合、従業者の生産性を高め

ることで人材不足に対応していく必要があります。ここでは、生産性の高

低を判断するための指標のひとつとして、中小企業の従業者1人当たり付

加価値額に関するデータ（※）をご紹介します。

産業別比較
従業者1人当たり付加価値額

全体の平均は500万円程度 産業別では200万～1,000万円に

（※）中小企業庁「中小企業実態基本調査平成27年度確報（平成26年度決算実績）」
一定の基準に基づいて抽出した中小企業を対象とした調査です。ここでの付加価値額は次の算式で求めた数字で、1人

当たり付加価値額は付加価値額と従業者数から求めた値です。付加価値額＝（売上原価のうち労務費、減価償却費）＋
（販売費及び一般管理費のうち人件費、地代家賃、減価償却費、従業員教育費、租税公課）＋（営業外費用のうち支払利
息・割引料）＋経常利益。詳細は次のURLから確認できます。
http://www.chusho.meti.go.jp/koukai/chousa/kihon/index.htm

平成28年8月31日に中小企業庁から公表さ

れた「中小企業実態基本調査」の結果を元に、

産業、従業者規模別に法人企業の従業者1人

当たり付加価値額を求めると、以下のとおり

です。

全産業の平均である総合計は500万円程度

となりました。総合計の従業者規模別をみる

と、21～50人規模が最も高い532万円で、最

も低いのが51人以上の493万円となりました。

産業別にみると不動産業,物品賃貸業が高

く、合計で1,000万円を超えました。その他、

総合計の合計よりも高くなったのが、建設業、

製造業、情報通信業、卸売業、学術研究,専

門・技術サービス業の5業種でした。一方で、

宿泊業,飲食サービス業が250万円程度、サー

ビス業（他に分類されないもの）が340万円

程度となり、業種によって大きな開きがみら

れます。

生産性を向上させるには、仕事を効率化することが重要です。仕事の仕方や時間の使い
方を見直し、無駄な時間や仕事を減らすことにも取り組んではいかがでしょうか。

合計 5人以下 6〜20人 21〜50人 51人以上
総合計 5,040 5,061 4,998 5,324 4,933
建設業 5,991 5,249 5,674 7,616 6,448
製造業 5,481 4,136 4,586 5,299 6,127
情報通信業 5,886 5,009 5,960 6,060 6,006
運輸業，郵便業 4,759 6,973 4,659 5,301 4,481
卸売業 6,236 5,399 6,206 6,511 6,729
小売業 3,812 3,367 3,773 3,590 4,210
不動産業，物品賃貸業 10,455 10,334 13,344 10,853 7,963
学術研究，専門・技術サービス業 5,844 4,823 5,778 5,875 7,147
宿泊業，飲食サービス業 2,504 2,430 2,775 2,664 2,319
生活関連サービス業，娯楽業 4,436 3,530 4,558 4,384 4,773
サービス業（他に分類されないもの） 3,415 4,034 4,879 4,574 2,704

中小企業庁「中小企業実態基本調査平成27年度確報（26年度決算実績）」より作成

平成26年度 産業従業者規模別1人当たり付加価値額（千円）
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